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令和４年６月３日発売の写真週刊誌が都柔整理事の
日額報酬の不正受領疑惑を報道

➀都柔整理事全員の執務実態を明らかにし、日額報

酬が適法・適正に支払われていたか

➁理事の食事代、交通費、物品購入費について、適

法・適性に支払われていたか

を、外部の弁護士・税理士の調査によって明らかにす
る必要が生じた。
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Ⅰ 会計調査・報告委員会設置の経緯



１ 調査事項

令和3年4月1日から令和4年5月31日の間、都柔整

から理事らに支給された日額報酬・食事代・交通費・

物品購入費について、適法・適正に支払われたもの

であるか否か

２ 調査の目的

都柔整の公益社団法人としてのガバナンスが徹底さ

れているか否かを明らかにし、それが不十分であれば

今後ガバナンスの強化・徹底に努める必要があるため
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Ⅱ 調査事項及び調査の目的



１ 関係諸規程、議事録、執務日誌、理事らの手帳・

ダイアリー等、理事ら使用のＰＣのログデータ等、

総勘定元帳、領収書、振替伝票等の経理書類

等の分析

２ 役員、事務職員らの事情聴取（計２４名）

※ ただし、一部役員については聴取していない。

３ 都柔整の改革が必要と主張する会員らと面談し、

問題点を聞き取って調査の進め方の参考とした
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Ⅲ 調査方法



１ 都柔整の役員報酬その１ 定額（月額）報酬

●役員報酬規程の定め

会 長：273,600円 専務理事：214,500円

副会長：228,700円 常務理事：201,100円

経費節減のため

●理事者らの申し合わせによる減額（Ｈ29年度以降）

会 長：221,616円 専務理事：173,745円

副会長：185,247円 常務理事：162,891円
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



２ 都柔整の役員報酬その２ 日額報酬

１日につき４時間以勤務した場合に支給（４時間ルール）

●役員報酬規程の定め

１日につき10,950円/年間300日まで支給対象

経費節減のため

●理事者らの申し合わせによる減額・限定

１日につき10,200円/月16日（年間192日）まで支給対象
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



３ 執務日誌の作成・日額報酬の支払い・監事チェックまでの流れ

⑴執務日誌（ドラフト）の作成
・理事が執務日・執務時間・執務内容・参加者名などにつき、エクセル

を使用して作成

⑵執務日誌（ドラフト）の提出・保管
・理事が執務日誌（ドラフト）２部を印刷し、「理事室」書類トレーと

「事務局」書類トレーに１部ずつ提出

・事務職員が「事務局」書類トレーに提出された執務日誌（ドラフト）を

事務局事務室に持ち帰り、ファイルに綴じて保管
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



執務日誌（ドラフト）
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか

エクセルで作成

承認印・確認印
は押印されてい
ない。



⑶理事執務状況表の作成
・事務職員が執務日誌（ドラフト）を基に毎月の理事執務状況表を作成

※事務職員は執務日誌（ドラフト）の内容のチェックまでは行わない

⑷理事執務状況表を理事室に備え置き
・１カ月の理事執務状況表を翌月初めに理事室に備え置く

※理事は、理事執務状況表を確認し、執務日誌（ドラフト）の出し忘れ

があった場合には、執務日誌（ドラフト）を作成・提出して追完
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



理事執務状況表
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



⑸執務日誌（ドラフト）提出の締切
・１カ月の執務日誌（ドラフト）の提出期限：翌月の定例理事会の翌日

・理事は、上記締切日までに１カ月の執務日誌（ドラフト）を作成・提出

⑹財務部長による執務日誌（ドラフト）のチェック
・財務部長は、全理事から提出された１カ月の執務日誌（ドラフト）を

チェック

※財務部長は、執務日誌（ドラフト）の誤記等をチェックするが、内容の

正確性までは事実上チェックできなかった
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



⑺日当表（ドラフト）の作成
・事務職員が、各理事ごとに１カ月の執務日数、日額報酬、定額報酬、

交通費等を記載した日当表（ドラフト）を作成

⑻日当表の提出・報酬支払い
・事務職員が、各理事に対して日当表（ドラフト）を提出

・各理事が、日当表（ドラフト）の記載内容を確認しする

異議なければ、サインして日当表を完成させて、事務局に提出
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



日当表
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか

理事は確認の
うえ、サインし
て日当表を完
成させて提出



⑼執務日誌の完成
・監事による執務日誌監査の前に、事務職員が、事務室で保管している

理事（会長・組織管理部長・財務部長・担当部長）の印鑑を執務日誌

（ドラフト）の承認印欄に押印

⑽監事による執務日誌監査
・監事は、２カ月に１回の頻度で執務日誌監査を実施

※ 執務時間、執務内容、出席者を重点的に監査するが、実態に即し

ているかまではチェックできなかった

・監事は、執務日誌監査終了後、執務日誌の確認印欄に押印
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



執務日誌ドラフト
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか

承認印・確認印が
押印された



５ 「４時間ルール」の解釈・適用について

・ １日４時間以上「勤務」した場合に日額報酬を支給する。

・ 「勤務」とは、理事が都柔整会館に出勤してから退勤する

までの間を指すと解されていたようである。

・ 会議のため都柔整会館に出勤し会議に備えて待機してい

る場合も「勤務」に含まれる。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



６ 「執務日誌」に関する留意点

・ 理事ごとではなく、執務内容ごとに作成されていること
執務を所管する理事が、執務の内容、執務に関わった理事の氏名を

列記する方法で執務日誌を作成していた。

※ 各理事が自らの執務を記載して作成するものではない。

・ 分単位の記載欄がなく時間単位のみの記載であること
例えば１３：１０に出勤にした場合には、執務日誌には１３時と記載。

・ 1人の理事が同一の時間帯に複数の執務に従事することが

あるため、同一時間帯の複数の執務日誌が作成・提出され

ていたこと
理事は、自己の執務机で執務している最中でも、他の理事から相談

を受ければ、その相談を受けて他の執務に従事できる環境にある。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



７ 執務時間の調査方法

⑴調査対象日の抽出

調査対象期間の全日（日曜・祝日・年末年始除き341日）

の調査・検討には膨大な労力と時間が必要

調査対象日を７４日（日曜・祝日を除く）に絞って調査

➀ エクセルを利用して無作為抽出した６０日

➁ 改革主張グループが指摘した日

③ その他当委員会が調査が必要であると思料した日
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



⑵調査の具体的方法

理事の出勤・退勤を管理するタイムカードなし

理事の出勤・退勤時刻を裏付ける直接的な証拠資料なし

ⅰ以下の資料を収集・調査

➀ 理事が都柔整の理事室で使用しているＰＣのログ記録

➁ 理事が同ＰＣで作成したファイルの作成時間の記録

③ 理事が同ＰＣで行っていた送受信メール

④ 理事の手帳、ダイアリー、カレンダー

⑤ 議事録、会議録、会議メモ等

ⅱ 役員、事務職員らのヒアリングを実施
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



⑶調査に関する留意点

➀ PCのログ記録の保存期間が限定的であり、不十分

なデータしか取得できなかったこと

➁ 執務中に必ずしもＰＣを使用していたわけでないこと

ＰＣを使用していればその日時に執務をしていたと認定

しうるものの、ＰＣを使用していた記録がないからといっ

て、執務していた実態がないということにはならず、ＰＣ

のデータによる事実認定には限界があった。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



８ 調査結果

⑴ 実際に執務をしていないにもかかわらず、故意に執務を

したかのように装ったという、いわゆる「カラ執務」は見当

たらなかった。

⑵ 意図的な虚偽記載とは認められないが、執務日誌の誤記

等が散見された。

⑶ 「４時間ルール」について

・同ルールを満たしていたケースは相当数認められた。

・同ルールを満たしていた蓋然性が高いケースも多かった。

・同ルールを満たしていたか否か認定できないケースも多か

った。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



⑷ 某理事が日付を誤記した執務日誌を作成・提出したこと

により、他の理事について、執務をしていない日（令和４年

４月１１日）に日額報酬が支給されていたケースがあった。

ただし、

・ 某理事が、意図的に日付を改ざんした執務日誌を作成し

たものではないと判断し得た。

・ また、日額報酬を支給された他の理事が、日付を誤記した

執務日誌の作成・提出に関与したとは認めがたい。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



【当委員会の認定】

・ 令和4年４月１１日の日額報酬については、故意による

不正請求とは認めがたい。

・ 同日の日額報酬として支払われた10,200円は、民法の

不当利得に該当するので、都柔整は返還を求めるべき

である。

※ 支給を受けた理事は直ちに返還する意向である。
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Ⅳ 日額報酬は適法・適性に支払われたか



１ 都柔整の経費

⑴ 会議費

・理事らの執務中の食事代、都柔整各部の打合せの食事代

・日整の役職員との意見交換会の費用

⑵ 旅費交通費

・理事の交通費（電車賃、深夜タクシー料金等）

・東京都や日整との打合せの際の交通費

⑶ 新聞図書費

・理事購入の書籍代、新聞・専門誌の購読料

⑷ 消耗品費

・理事の物品購入代金、支部受託事業用物品購入代金等
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



２ 理事が立て替えた経費の精算方法

⑴ 理事が立て替えた経費の領収書を事務職員に提出して

精算する。領収書の裏面には、経費の詳細を記載する。

【経費の詳細】

・食事代の場合 食事の目的及び参加者名

・旅費交通費の場合 乗車した区間

・消耗品費の場合 購入した物品名

⑵ 経費の精算はおおむね１か月以内に行う。

※ 一部の理事は２～３か月後に精算していた。精算が遅滞

すると誤りや提出漏れ等が発生するおそれがある。
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



３ 理事の食事代の調査

⑴ 食事代の支給

① 昼食代 １４時までに都柔整に出勤した場合

1人1,000円を限度として支給

② 夕食代 １９時まで執務を行った場合

1人3,000円を限度として支給

⑵ 調査方法

① 総勘定元帳の会議費勘定から理事に支給された食事

代を抽出

② 抽出した食事代を昼食・夕食に分別し領収書と照合
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



⑶ 調査結果

① 領収書の改ざんや不正を疑われる取引は認められな

かった。

② 某理事が、令和3年7月16日の昼食代として、1,000円

の領収書（11:39の印字あり）と919円（時刻の印字なし）

の領収書を二重に提出し、経費として精算されていた。

【当委員会の認定】

・ 某理事は誤って私的領収書を提出した可能性があると説明

しており、金額的にも少額であることから、過失による誤精算

と判断せざるをえない。

・ 919円は不当利得なので都柔整は返還を求めるべきである。
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



４ 理事のタクシー代の調査

⑴ タクシー代の支給

２４時まで都柔整で執務していた場合に支給

⑵ 調査方法

① 総勘定元帳の旅費交通費勘定から理事に支給された

タクシー代を抽出

② 抽出したタクシー代について領収書と照合

③ タクシーを使用した前日の執務終了時刻について、執務

日誌、手帳等の記載から調査
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



⑶ 調査結果

① 領収書の改ざんや不正を疑われる使用は認められな

かった。

② 某理事が令和4年3月18日に24時まで執務していな

かったにもかかわらず、タクシー代として1,300円の領収

書を提出し、経費として精算されていた。

【当委員会の認定】

・某理事は誤って私的領収書を提出した可能性があると説明

しており、金額的にも少額であることから、過失による誤精算

と判断せざるをえない。

・1,300円は不当利得なので都柔整は返還を求めるべきである。

※ 支給を受けた理事は直ちに返還する意向である。

29

Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



５ 理事の新聞図書費の調査

⑴ 新聞図書費の支給

理事が執務に必要と思われる書籍を購入した場合に

その領収書を提出することで支給される。

⑵ 調査方法

① 総勘定元帳の新聞図書費勘定から理事が購入した

書籍代を抽出

② 抽出した書籍代について領収書と照合

⑶ 調査結果

領収書の改ざんや不正を疑われる購入は認められな

かった。
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



６ 理事の物品購入費の調査

⑴ 物品購入費の支給

理事が執務に必要と思われる物品を購入した場合に

その領収書を提出することで支給される。

⑵ 調査方法

① 総勘定元帳の消耗品費勘定から理事が購入した

物品に係る購入費を抽出

② 抽出した購入費について領収書と照合

※ 理事が購入した物品の全てを現物確認はできなかった。

⑶ 調査結果

領収書の改ざんや不正を疑われる購入は認められな

かった。
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Ⅴ 経費は適法・適性に支払われたか



１ 執務日誌に関する改善点

⑴ 「４時間ルール」を維持するのであれば、執務開始時刻・

終了時刻を客観的に把握する方法を導入すべきである。

例） タイムカード

⑵ 執務日誌の執務開始時刻・終了時刻を分単位とすべき

である。

⑶ 執務日誌は当日に作成・提出を原則とすべきである。

⑷ 連名方式ではなく、理事は自らの執務内容について執務

日誌を作成すべきである。

⑸ 執務日誌の内容に関する実質的なチェックを実施すべき

である。
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Ⅵ 改善すべき点



２ 「４時間ルール」の見直し

・日整には「４時間ルール」がないことに鑑みれば、そもそも、

「４時間ルール」を維持する必要があるのか、検討したほう

がよいと思われる。

３ 経費の精算遅れについて

・経理会計の適正を保つためには、経費の精算遅れは許さ

れない。

・経費の精算に関する決まりを定めて、当日、遅くても次の

執務日には精算するようにすべきである。

33

Ⅵ 改善すべき点
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